
 

 

 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業について 

（令和５年度） 

 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（以下「重点交付金」）は、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金（以下「コロナ交付金」）に引き続き、エネルギー・食料品価格の

物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図ることを目的として、令

和５年度に創設された国の臨時交付金です。 

令和５年度は、佐倉市に交付された約１４億９千万円を活用し、「物価高騰対策」に係る以下

の１２事業を実施しました。 
 

■令和５年度 重点交付金活用事業 

（１）生活困窮者支援 （単位：円） 

No 事業名 総事業費 重点交付金充当 事業概要 

1 
物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金（低所得世帯支援分） 
1,111,536,688 1,111,536,688 

令和 5 年 12月 1 日時点の住民税非課税

世帯に対し、1 世帯あたり 7 万円を支給 

2 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金（住民税均等割のみ課税世帯

分） 

270,118,969 270,118,969 

令和 5 年 12月 1 日時点の住民税均等割

のみ課税世帯に対し 1 世帯あたり 10 万円

を支給（先行支給分 3 万円、追加支給分 7

万円） 

3 
物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金（こども加算分） 
85,704,000 85,704,000 

No.1～2 の対象で 18 歳以下の児童が属

する世帯に、児童 1 人あたり 5万円を加算 

3 事業 1,467,359,657 1,467,359,657  

 

（２）子育て世帯支援 

No 事業名 総事業費 重点交付金充当 事業概要 

4 
民間保育園等物価高騰対策支援事業

（給食費分） 
7,507,920  0 

物価高騰の影響を受けている給食の質・

量を確保するとともに、給食費の値上げを

防ぐため、令和 6年 1 月～3 月の期間、給

食食材の高騰分を支援 

5 
保育園物価高騰対策支援事業（給食

費分）  
1,064,527  973,000 

6 
認可外保育施設物価高騰対策支援事

業（給食費分）  
23,088  0 

7 
私立幼稚園物価高騰対策支援事業

（給食費分） 
1,614,000  0 

8 学校給食物価高騰対策支援事業 15,743,206   12,940,000 
小中学校に対し、令和 6 年 1 月～3 月の

期間、主食（米・パン）を公費調達し支援 

5 事業 25,952,741 13,913,000  

 

（３）事業者支援 

No 事業名 総事業費 重点交付金充当 事業概要 

9 
子ども食堂物価高騰対策支援事業（光

熱費分） 
203,900  0 

物価高騰の影響を受けている子ども食堂

や保育園・幼稚園等に対し、光熱費高騰

分の 1/2 を補助 

10 
民間保育園等物価高騰対策支援事業

（光熱費分） 
7,304,710  6,674,000 

11 
認可外保育施設物価高騰対策支援事

業（光熱費分） 
25,000  23,000 

12 
私立幼稚園物価高騰対策支援事業

（光熱費分） 
1,453,210  1,328,000 

4 事業 8,986,820 8,025,000  

 

（４）合計 

No 事業名 総事業費 重点交付金充当 事業概要 

12 事業 1,502,299,218 1,489,297,657  

 

■令和５年度 地方創生臨時交付金事業の支援対象 （ ○：コロナ交付金 ◆：重点交付金 ） 

生
活
者
等 

不特定 子育て世帯 生活困窮者 

○市内中小店舗キャッシュレス推進

応援事業 

○住宅用省エネルギー設備等導入促

進事業（エネルギー高騰対策分） 

○子育て世帯生活支援特別給付金支

給事業（市独自給付分） 

○子どもの成長応援給付金支給事業

（市独自給付分） 

○第３子以降学校給食費補助事業 

◆物価高騰対策支援事業（給食費分）

（民間保育園等、市立保育園、認可

外保育施設、私立幼稚園） 

◆学校給食物価高騰対策支援事業（小

中学校） 

○物価高騰対策臨時給付金支給事業

（住民税非課税世帯分、住民税均等

割のみ課税世帯分） 

◆物価高騰対応重点支援地方創生臨

時交付金（低所得世帯支援分、住

民税均等割のみ課税世帯分、こど

も加算分） 

事
業
者 

介護・福祉施設等 中小店舗・商店街等 農業者 

○介護施設等物価高騰対策支援金支

給事業 

○障害福祉施設等物価高騰対策支援

金支給事業 

○市内中小店舗キャッシュレス推進

応援事業 

○街中にぎわい推進事業（商店街街路

灯等電気料金高騰対策分） 

○農業生産資材高騰緊急対策事業 

公共交通事業者 公共施設 子育て支援事業者 

○公共交通継続支援事業 

○電気料金高騰分（小中学校、公民館、

市民音楽ホール、美術館、市立保育

園） 

◆物価高騰対策支援事業（光熱費分）

（子ども食堂、民間保育園、認可外

保育施設、私立幼稚園） 

※コロナ交付金活用事業については「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業について

（令和５年度）」参照 

 

まとめ（総合評価） 

コロナ交付金に引き続き、重点交付金を活用して、国や県が行う支援を受けてもなお、日常生

活や事業継続に多くの困難を来たす市民（生活者）や市内事業者を対象として、物価高騰に対す

る支援を実施し、それぞれの目的に寄与する成果を挙げることができました。 

特に、令和５年度のコロナ交付金事業では実施していなかった小中学校・保育園・幼稚園・子

ども食堂の物価高騰対策に重点交付金を活用することで、子育て世帯の負担を軽減し、コロナ交

付金を補う形で幅広い対象への支援を行うことができました。 

令和６年度以降も物価高騰の影響は大きいことから、引き続き市民・事業者の皆さまへ効果的

な支援がなされるよう、努めてまいります。 


